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抄　　録

乳幼児期に発達障害を早期に発見し，子どもに対する必要な発達支援や，その家族への支援につなげ

ていくためのシステムと行政の役割について解説した．近年，少子化が進む中，障害特性からの支援

ニードがある子どもが増えてきている．発達障害者支援法では，乳幼児健診において早期発見と早期の

発達支援からの切れ目のない支援体制整備を国地方公共団体の責務としている．乳幼児健診における発

達障害のスクリーニング法は，各自治体によって異なり，質の均一化が今後の課題である．また，健診

後のフォロー体制における行政の役割は，他職種と連携しながら包括的なアセスメントを行った上で，

養育者に寄り添い，的確な支援へとつなぐことが求められている．今後は，生活モデル型のプログラム

やペアレント・トレーニングなどの養育者支援を組み合わせながら，切れ目のない支援を検討していく

必要がある．

キーワード：発達障害，早期支援，養育者支援，保健師．

Abstract

This paper explains the government’s systems and roles in place for the early detection of developmental

disorders in infancy. It also outlines the necessary developmental support for these children and their fam-

ilies. In recent years, the birthrate has declined, and more children require support due to disabilities. The

Act on Support for Persons with Development Disabilities makes national and local governments responsi-

ble for establishing support systems. These services include from early detection to and developmental sup-

port during infant health checkups. Screening methods for developmental disabilities in infant health check-

ups vary depending on the municipality, and ensuring uniformity can be challenging. The role of the local
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は　じ　め　に

日本の2019年の出生数は，86万5234人となり

初めて90万人を割り込み，この急速な人口減少

は「86万ショック」と呼ばれた1）．また，合計

特殊出生率も1.36と低下しており，今後も人口
減少が進むことが予測されている．少子化につ

いては，フランス，アメリカなどの諸外国の推

移をみると，1970年から1980年頃にかけて，全

体的に低下傾向となり，その後2010年頃までは

回復が認められた国もあった．現在では，2019

年はフランス1.84，アメリカ1.71，スウェーデン
1.70など回復が認められた国も含め，再び低下
傾向にある．韓国などのアジアの国々において

は，2019年の合計特殊出生率ではシンガポール

1.14，台湾1.05，韓国0.92と，日本よりも下回っ
ている1）．少子化が進むことは，保育や教育環

境，経済など，子どものとりまく環境にも影響

を及ぼすことが指摘されている2）．また，世界的

に少子化が進む中，発達障害をもつ子どもの増

加も指摘されている．発達障害の症状はスペク

トラムで捉えられており，診断がつかない子ど

も（いわゆるグレーゾーン）でも，程度の差はあ

れ発達障害の特性を持つことが示されている3）．

このような発達の特性をもち，何かしらの保育

や教育の上で支援を必要としている子どもは少

なくない．アメリカ疾病予防管理センター

（Centers for Disease Control and Prevention :
CDC）の報告によると，2018年で8歳における自
閉スペクトラム症の有病率は23.0としている4）．

これは，2010年14.7より顕著な増加となってい
る．日本においては，文部科学省が全国の公立

小中学校の通常学級に在籍している児童生徒の

うち，発達障害のために配慮が必要な子どもの

割合は6.5％と報告している5）．診断に至ってい

ない症例も含めるとその数はさらに増えると言

われている．また，限局性学習障害や軽度の知

的発達障害などは，その障害の顕在化が学齢期

以後であることが多く，乳幼児期における実数

把握は困難である．この実態を受け，子どもの

発達を評価し，支援ニードがある子どもを早期

に発見し，早期支援につなげる体制づくりが求

められている．

保健医療行政における
発達障害をもつ子どもの支援

子どもの成長，発達を評価する場に乳幼児健

康診査がある．乳幼児健康診査は，神経発達症

群を含むさまざまな子どもの問題を早期から把

握し，支援できる場である．発達障害者支援法

では，乳幼児健診において早期発見と早期の発

達支援から切れ目ない支援の体制整備を国地方

公共団体の責務としている6）．また，早期発見

し，早期に介入できることは良好な社会的適応

に繋がり，二次障害の予防となる7）．つまり，乳

幼児健診は，子どもや養育者，家庭の状況を捉

え，養育者を支えながら必要によって学校教育

や就労にまでつなげる支援の入り口として重要

な機会といえる．

このような子どもの発達評価と支援を継続的

に行っていくシステムは国外でもあり，フィンラ

ンドのネウボラや8），オーストラリアのヴィクト

リア州でのSocial Attention and Communication
Study（SACS）などがある9）．どちらのシステム

においても，地域をベースに支援に携わる看護

職が子どもの行動観察や養育者からの問診を通

して評価を行っている．

日本における乳幼児健診システムは法的根拠

government in post-checkup follow-ups is to connect families with the appropriate support structures in the

public health systems. They need to engage with the caregivers after conducting comprehensive assessments

with other professions. The seamless support of children with disabilities and their families is of paramount

importance. Future studies should investigate and provide a basis for life-model-type programs, parent train-

ing, and other forms of caregiver support.
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をもとに運営され，1歳6か月児健診，3歳児健

診は，母子保健法施行規則で定められた項目に

基づき，運動機能や視聴覚，精神発達の障害を

持った児童を早期発見し，支援につなげること

が求められている．しかし，スクリーニング法

や支援のあり方においては，各行政区の判断と

なっており，質の均一化が保たれていない現状

がある．乳幼児健康診査における全国調査によ

ると，集団方式における乳幼児健診においてほ

ぼ全数に近い自治体で対面での問診を行ってお

り，その役割は子どもとその養育者の健康課題

を明確化することであると示している10）．また，

乳幼児健診においてM - C H A T（M o d i f i e d
Checklist for autism in toddlers）11）など発達障害
についてのアセスメント・ツールの導入はまだ

少なく，近年になって欧米のツールの日本版や

視線計測装置Gaze Finderなど，日本独自の診断
補助ツールがそろってきた経緯もある3）12）．アセ

スメント・ツールの利用状況を調査した先行研

究によると，発達障害者支援センターや保健セン

ターでは7～8割にとどまるとの報告がある10）．

その内，保健センターでは発達検査の利用は6

割，知能検査は4割弱となっており，さらに

ツールには，新版K式発達検査が多く利用され
ている実態であった．現在，乳幼児健診は育児

支援の場としても重要であり，問診表を用いて

家庭での状況や養育者からみた成長，発育の側

面を確認した上で対面での問診，行動評価を行

い，子どもとその家族に対する支援ニードを決

定している．そこに発達障害のアセスメント・

ツールを追加することによって，より精度の高

いスクリーニングが可能となると考える．

加えて，乳幼児健診以外の子どもの発達評価

の場としては保育園および幼稚園等があり，最

初に集団生活を送る上で困難を示す子どもに対

し，保育士等が「気になる子」として気づくこ

とが多いとされている13）．先行研究によると，

「気になる子」の発生率は5.4～10.0％との報告
があり13）14），日頃より子どもや養育者と関わる機

会の多い保育士が，養育者の子どもの発達への

関心を高め専門的な支援に繋げていくことが，

発達障害の早期支援を可能にしていくと考える．

したがって，保育所の巡回相談，年中児サポー

ト事業など保育所と連携して行う事業などを有

効に活用し，子どもの生活上の困りごとを把握

し，強みと弱みを発達評価で捉え，養育者支援

に繋げていくことが必要である．

さらに，近年，5歳児健診を導入する市町村も

増えてきている．これは，発達障害の特性が軽

い子どもは，3歳児健診の時点ではフォローとな

らず，その後に行動面や社会面での課題が顕在

化してくることがあり，就学時健診では時期的

に遅く，検討が不十分なまま入学を迎えてしま

う場合もあるからである．また，学童期に入っ

てからの「気づき」では，すでに二次的な不適

応の状態であることも少なくなく，より余裕を

もって対応していくためには5歳児健診もしく

は発達相談の必要性が指摘されている15）．

これらの継続的，重層的に発達評価を行いな

がら，必要時，それぞれの子どもの特性に合わ

せた療育などの発達支援のプログラムにつなぐ

ことが重要である．

療育は，身辺自立や認知，言語，運動などの

諸領域の発達を促すことや，対人的な対応や社

会的スキルを身につけることを目的としている．

療育を実施している機関は地域によってその形

態やシステム，施設数は異なる．用いられる技

法は，TEACCH（Treatment and Education of
Autistic and related Communication handicapped
Children）プログラム，応用行動分析（ABA），PECS
（Picture Exchange Communication System），感
覚統合，ビジョントレーニングなど，多岐にわ

たる．したがって，行政の役割としては，家庭

や地域の実情に合わせ，その子どもにあったプ

ログラムや施設の情報を伝え，一緒に生活の課

題に対応できるよう支援することである．また，

健診後，必要性が認識されても療育までに時間

がかかる場合もあり，そのような親子支援のた

めの親子教室などが各行政で設定されている．

これは，子どもに必要な活動と環境が提供され，

養育者は子どもの発達を理解し，具体的な対応

を学び，同じ悩みの養育者と出会いの場となる．

養育者にとっては慣れている地域の保健セン

ターなどで実施されることが多いため，不安が
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少なく，療育活動への理解にもつながる．大神

らは，健診後のフォローとして，医学的診断や

療育サービスにつなげるだけでなく，毎日の生

活を中心に両親や保育士によって子どもの健康

な生活を作りあげ，その中で子どもの高い代償

性が活きるように導く生活モデル型の支援の必

要性を述べている16）．近年は医療機関や療育セ

ンターでのプログラムの他，ソーシャルスキ

ル・トレーニング（Social Skill Training : SST）
を地域の小集団で取り組むことや，学校で取り

組むことも行われるようになってきている17）．

発達障害をもつ
子どもの養育者支援の動向

平成27年からの「健やか親子21（第2次）」に

おいて，基盤課題Cとして「子どもの健やかな
成長を見守り育む地域づくり」があげられてお

り，その中で「子育て中の親子を孤立させない

地域づくり」が目標となっている18）．また，重

点課題①には「育てにくさを感じる親に寄り添

う支援」「親子それぞれが発信する様々な育てに

くさのサインを受けとめ，丁寧に向き合い，子

育てに寄り添う支援を充実させること」があげ

られている．また，「育てにくさ」は，子育てに

かかわる者が感じる育児上の困難感で，その背

景として，子どもの要因，親の要因，親子関係

に関する要因，支援状況を含めた環境に関する

要因など，さまざまな要素を含む．育てにくさ

の概念は広く，一部には発達障害等が原因と

なっている場合もあることがふれられている．

したがって，行政が行う乳幼児健診後のフォ

ローとして，包括的なアセスメントのもと養育

者に丁寧に向き合い，寄り添う支援を組み立て

ていくことが求められる．

養育者への支援としては，子どもの親として

の支援と，その子どもを含めた家族としてのリ

スタートの支援が基盤になる19）．発達障害の特

性は大変わかりにくく，乳幼児期に課題が顕在

化し，しばしば日常生活に支障を起こす．養育

者にとってもかかわりの難しさがある子どもと

のやりとりは，時にストレスを感じ，育児に対

する疲弊につながる．また，親子関係は，相互

交渉で培われていくものであるが，子どもの行

動の背景にあるものへの理解が進まない場合，

育て方やしつけの問題に見えてしまう．杉山は，

子どもの持つ発達障害の傾向は，適切な支援が

入らない時に，虐待の大きなリスク要因となる

と指摘している20）．

養育者の障害受容のプロセスについては，主

なものに親の心理的な適応過程を段階的に捉え

て説明しているDrotarらの段階説や，親の悲し
みは一過性ではなく，子どもの変化や生活上の

さまざまな出来事によって繰り返し起こるとす

るOlshanskyの慢性的悲嘆説などがある19）．さ

らに，中田はこれらの双方の理論を組み合わせ

た受容課程モデルとして，適応と落胆の両側面

が入れ替わる螺旋形モデルを提唱している19）．

こうした受容課程に影響を及ぼす要因として，

子どもの特性，診断告知の在り方，親の内的要

因，家族環境，ソーシャルサポート，家族のラ

イフステージなどがあるとされる．保健師など

の支援者は，これらの情報を丁寧にアセスメン

トし，単に健診結果を伝えるのではなく，子ど

もの特徴を理解できるよう配慮をする必要があ

る．万が一，説明場面で否定的な返答が多い場

合も，安易に障害の受容ができていないと判断

するのではなく，伝える側の共感的態度が足り

ていなかったか，養育者の困り感に寄り添えて

いたかなどを振り返り，関係性を再構築してい

く必要がある．

現在，家族をサポートする様々なプログラム

が実践されている．親の認識や対応を変えるこ

とは，子どもの行動や親子関係に変化を与える．

主なものにペアレント・トレーニング，ストレ

スマネジメントプログラム，親子相互交流療法

（PCIT），きょうだい支援プログラムなどであ
る．最近では，発達障害の子どもに限らず，子

育て支援の一環としてのペアレント・プログラ

ム等も行われている．

自治体でのこれからの可能性

少子化が進む中，都心部以上に農村部での少

子高齢化は顕著であり，インクルーシブな環境

づくりが重要になってくると考える．また，乳
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幼児期の子どもを取り巻く家庭や社会に向けた

支援において，行政保健師の役割は大きい．し

たがって，乳幼児健診やその後の支援に携わる

保健師のスキル向上は急務である．また，健診

で評価したあと，どのようにフィードバックを

かけ，適切な支援につなげていくかについては，

他職種連携と協働なくしてサポートは成り立た

ない．2020年日本学術会議にて，「発達障害を個

別障害としてではなく，最新の科学的知見を取

り入れてユニバーサルな健康課題として捉え，

地域での包括的な多領域・他職種連携による支

援施策をたてることが不可欠である」と提言が

出された21）．乳幼児健診やその後の支援におい

ても，医師，心理職，保健師，理学療法士，保

育士などと協働していくことが重要である．他

職種での効果的な包括的アプローチとして求め

られる視点では，①ライフステージに合った支

援体制づくりと②専門性の明確化がある．この

表1 地域で実施する小集団対象のSSTプログラム例

図1 ライフステージと他機関・他職種支援
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文　　　　　献

点を意識しながら事業を展開することが継続性

のある事業運営につながると考える（図1）．

ここで，著者がかかわってきた地域の保育所

をベースに実施するSSTを紹介する22）．この事

業では，集団活動を通じた社会性の獲得を目指

し，子どもが成功体験を積み重ね，認められる

ことで自信をつけ自己肯定感を向上させること

を目的としている．このSST事業は，1クール3
回とし，全年長児およびその養育者を対象とし

て公立保育園との協働開催で実施している．各

SSTプログラムは2つの活動内容から構成され，
1つは各回に設定した目標に基づいた活動プログ

ラムで，もう1つはルールを守って楽しく遊ぶ

ことを目的としたプログラムである（表1）．ま

た，この活動と連動させ，家庭でのソーシャル

スキルの般化を目的にSST活動同日に年長児の
養育者を対象に養育者講習会を実施するもので

ある．本プログラムの特徴の一つに地域の保育

所で子ども全数に対しSST活動を実施するとい
う点である．2点目は，プログラム内容を日常保

育の中で反復し取り入れ，担任が各々の園児に

応じて，声掛けや肯定的なフィードバックをし

ながら，園児たちの「やってみたい」気持ちを

支えていく点である．3点目に，ペアレント・ト

レーニングの要素を入れた養育者講習会では養

育者同士がお互いの話を聞くことで悩みに共感

し，子どもの行動の捉え方や対応を学んでもら

う点である．さらに，担当する保育士が通常保

育の中でSSTを実践できる能力を身につける等，
保育士の人材育成のための取り組みとしても効

果が期待できると考える．このような実践を継

続的に行っていくことで，地域連携が強固とな

り，地域に根差した実践活動へと発展すると考

える．

お　わ　り　に

近年，発達障害ということばは広く知られる

ようになった．しかしその一方で安易なラベリ

ングで違いを強調したり，それぞれの子どもの

特性やニーズを丁寧に評価しないまま支援につ

なげたりしていることはないだろうか．田中は，

「発達障害のある子どもたちにとっての大きな課

題は，障害の克服ではなく，障害と共に生きるこ

とを前提にした自己実現にある」としている23）．

子どもを育てている養育者を尊重し，養育者自

身の力をつけ，親子の自分らしさを表現できる

ように応援することが専門的立場の支援者がで

きることと考える．

開示すべき潜在的利益相反状態はない．
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